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は じ め に 

高岡市教育将来構想検討会議（以下「本検討会議」という。）は、本市における学校

教育及び社会教育・生涯学習等の振興に向け、教育の充実や学校の再編、施設の有効

活用などの諸課題について、今後 10 年を視野に基本的な方向を定める教育の将来構

想を策定するため、中長期の視点に立って、その諸課題を専門的かつ総合的に検討す

ることを目的に、平成 30 年 4 月に設置された。  

また、本検討会議に学校教育小委員会を設置し、「①五位中学校区整備の基本的な

方向に関すること」、「②小中一貫教育の効果的な推進に関すること」、「③望ましい学

校の規模と配置に関すること」など、市内小中学校の教育振興に関する事項について、

様々な観点から検討・協議を進めてきた。平成 30 年７月には、検討内容の概要を取

りまとめ、五位中学校区整備の基本的な方向や小中一貫教育の推進について報告を行

った。今回は、今後 10 年を見据えた高岡市における小中学校の配置の基本的な方向

について骨子案を示し、市内の 12 の全中学校区において市民懇談会を開催し、その

内容を広く周知するとともにご意見をいただき、それらを踏まえ本検討会議としての

提言をこの報告書に取りまとめたものである。  

国においては、生産年齢人口の減少、グローバル化の一層の進展、ＡＩの飛躍的な

進化など絶え間ない技術革新などにより、社会構造や雇用環境なども大きく変化する

2030 年の社会を見据え、子供たちが未来社会を切り拓くための資質や能力等を一層

確実に身に付けることができるようにと、教育の基本方針を示した学習指導要領の全

面改訂を行った。小学校では平成 32 年度から、中学校では平成 33 年度から全面実施

となる。今回の改訂では、これまでの実践に基づき、基礎基本となる知識や技能を着

実に習得するとともに、思考力や判断力、表現力などの活用する力の育成、さらには

学びに向かう力・人間性の涵養を３つの柱とし、とりわけ小学校では外国語教育の充

実やプログラミング教育の導入など、内容の大幅な見直しが行われたところであり、

それらへの的確で迅速な対応が求められている。

加えて、高岡市においても少子化の進行により、学校の小規模化が長期間にわたっ

て急速に進んできており、市内小学校の在籍児童数はピークの昭和 56 年度の 19,221

人から平成 30 年度は 7,609 人と、39.6％に減少した。市内中学校の在籍生徒数もピ

ークの昭和 61 年度の 9,998 人から平成 30 年度の 4,115 人と、41.2％に減少した。今

後も児童生徒数の減少が続くと見込まれることから、学校の実態に即し、望ましい規

模の確保や学校の配置について、早急に方向を示していくことが必要となっている。 

人口減少が続き、社会が急激に変化する時代の大きな転換点にあって、未来社会を

切り拓く子供たちの教育充実は待ったなしである。各学校においては限られた資源を

最大限に活用し、実効性ある取り組みを着実に進めることが求められる。そのために

も学校の再編統合や小中一貫教育を着実に推進し、高岡ならではの教育のさらなる充

実を図ることが必要である。地域の伝統や誇りを継承しつつ、持続可能で質の高い教

育の実現に向け、新たな一歩を踏み出すことができるよう、市民の皆様の一層のご理

解とご支援をお願いしたい。 
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第１章 高岡市の教育のめざすべき方向性 

１ 高岡市総合計画は、めざすべきまちの姿として「教育を通じて個性を磨き、生き

る力を高め合っている」を掲げ、学校教育の基本方針として「確かな学力・豊かな

心・健やかな体をはぐくむ教育」などに取り組むとしている。 

２ 高岡市教育大綱は、基本方針として「個性が輝き、可能性が花開く教育環境の創

造」を掲げ、小学校生活から中学校生活への円滑な接続、学校規模の適正化に取り

組むとしている。 

第２章 小中連携教育・一貫教育の推進                 

 １ 高岡市におけるこれまでの連携教育の取り組み 

   高岡市の小中学校では、中学校入学前に小学校での入学説明会や中学校での見

学会を行うなど、小学生が中学校の新たな環境になじむよう配慮してきた。また

教員間においても、小中の合同研修会を実施するとともに、互いの公開授業を参

観するなど相互の交流に努めてきた。 

 ２ 全国における小中一貫教育の成果と課題 

  ＜全国の小中一貫教育の導入状況＞ 

   文部科学省の平成 30 年 3 月の全国調査では、小中一貫教育の制度化に係る改

正学校教育法が平成 28 年 4 月に施行されたのを受け、平成 30 年度までの 3年間

に、全国で 73 校の義務教育学校が、405 校の併設型小学校・中学校が設置された

と報告されている。また、全国の 249 市町村教委等(全体の 14%)で小中一貫教育

を、1,254 市町村教委等(72%)で小中連携教育を実施していると回答しており、全

国の８割を越える市町村教委等で小中一貫教育や連携教育の取り組みが進めら

れている。 

  ＜施設形態・学年段階の区切り＞ 

 義務教育学校の施設形態については、設置予定校を含む回答のあった 100 校の 

うち 86%が施設一体型である。学年段階の区切りは６－３制が 18%、４－３－２ 

制が 57%であった。併設型小学校・中学校の施設形態では、施設分離型が 68%、 

施設一体型が 20%、施設隣接型が 11%であった。学年段階の区切りは６－３制が 

33%、４－３－２制が 34%であった。  
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＜小中一貫教育のこれまでの総合的な評価＞ 

（成果） 

 小中一貫教育のこれまでの実践に対する総合的な評価では、大きな成果が認 

められる(23%)、成果が認められる(76%)と、99%が成果を認めている。また学習 

指導、生活指導、学校運営のそれぞれにおいて高い評価となっている。 

 ・学習指導等においては、全般的に肯定的な意見が多く、８割以上が「学 

習規律・生活規律の定着が進んだ」、「学習習慣の定着が進んだ」、「学習意 

欲が向上した」としている。 

    ・生活指導等においても全般的に肯定的な意見が多く、９割以上が「中 1ギ 

ャップが緩和された」、「中学校への進学に不安を覚える児童が減少した」、 

「上級生が下級生の手本になろうとする意識が高まった」などとしている。 

 ・学校運営等でも肯定的な意見が多く、７割から８割が「保護者の学校への 

満足度が高まった」、「保護者との協働関係が強化された」、「地域との協働 

関係が強化された」としている。 

（課題） 

 課題に関する総合評価では、課題が認められる(50%)、課題があまり認めら 

れない(43%)と評価が分かれた。また準備や調整のための時間や交流のための 

移動手段の確保が課題であることが認められる。 

    ・学習指導、生徒指導等における課題については、「9年間の系統性に配慮し 

た指導計画の作成・教材の開発」、「児童生徒間の交流を図る際の移動手段・ 

移動時間の確保」を課題と認めるものが４割を超えた。 

    ・教職員の負担では、「小中の教職員間での打合せ時間の確保」、「教職員の負 

担感・多忙感の解消」を課題と認めるものが６割を超えた。 

〔小中連携教育と小中一貫教育の定義〕 

   ※小中連携教育…小・中学校段階の教員が互いに情報交換や交流を行うこと 

を通じて、小学校教育から中学校教育への円滑な接続を目 

指す様々な教育 

   ※小中一貫教育…小中連携教育のうち、小・中学校段階の教員が目指す子供 

像を共有し、９年間を通じた教育課程を編成し、系統的な 

教育を目指すもの   
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 ３ 小中一貫教育の効果的な導入 

小中一貫教育については，かねてから全国の自治体や学校現場において実践 

研究等がなされ、成果が積み重ねられてきた。国においてもこれらの取り組みを

踏まえ、平成２７年６月に９年間の義務教育を一貫して行う新たな学校の種類で

ある「義務教育学校」の設置を可能とする学校教育法の改正を行い、平成２８年

４月１日に施行された。これにより小学校と中学校において、教育主体・教育活

動・学校マネジメントの一貫性を確保した取組が容易になるなど，全ての教職員

が義務教育９年間に責任を持って教育活動を行う小中一貫教育の取組を継続的・

安定的に実施できる制度的基盤が整えられた。先に示した小中一貫教育の実施状

況に関する全国調査でも多くの成果が報告されている。本市においても、総合計

画で掲げる「子育てや教育の環境が充実し、選ばれるまち」であり続けるよう、

時代や子供たちを取り巻く環境等の変化に即し、子供たちの連続した成長を切れ

目なく支援する小中一貫教育を効果的に推進することが望まれる。 

    またその際には、単に小学校と中学校を形式的に組織としてつなげるだけでは 

成果は期待できない。全国の多くの先進事例や本市での実践研究等の成果や課題 

を詳細に検証し、義務教育９年間を連続した教育課程として捉えた具体的な取組 

内容の質を高めていくことが重要である。加えて学校の多様な教育活動をより円 

滑に推進できるよう、学校を核として家庭･地域が相互に連携協力し地域ぐるみ 

で子供たちの成長を支える体制をより充実していくことにも配慮が必要である。 

第３章 望ましい学校の規模と配置                    

 第 1 節 学校の規模と配置に関する基本的な考え方 

   １ 国の学校規模と配置に関する基本的な考え方 

   ＜文部省の手引きから＞ 

    文部科学省の「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き（平

成 27 年 1 月）」では、「学校では、単に教科等の知識や技能を習得させるだけで

はなく、児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切

磋琢磨することを通じて思考力や表現力、判断力、問題解決能力などを育み、社

会性や規範意識を身に付けさせることが重要になる。そうした教育を十全に行う

ためには、一定の規模の児童生徒集団が確保されていることや、経験年数、専門

性、男女比等についてバランスのとれた教職員集団が配置されていることが望ま

しいと考えられる。このようなことから、一定の学校規模を確保することが重要

となる」としている。 

  また、学校教育は地域の未来の担い手である子供たちを育む営みでもあり、ま

ちづくりの在り方と密接不可分であるという性格も持っており、学校教育の直接
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の受益者である児童生徒の保護者や将来の受益者である就学前の子供の保護者

の声を重視しつつ、地域住民の理解と協力を得るなど、地域とともにある学校づ

くりの視点を踏まえた丁寧な議論を行うことが望まれるとしている。 

   ＜国の学校規模の標準＞ 

  学校教育法施行規則では、「小学校の学級数は、12 学級以上 18 学級以下を標 

準とする」とし、「中学校に準用する」としている。また公立小・中学校の国庫負

担事業認定申請の手引では、 学校規模の分類として、小学校で１～５学級を過小

規模校 ６から 11 学級を小規模校、12～18 学級を適正規模校、19～30 学級を大

規模校としており、中学校では１～２学級を過小規模校、３～11 学級を小規模校、

12～18 学級を適正規模校、19～30 学級を大規模校としている。 

 ２ 高岡市における学校規模及び配置の現状 

    平成 30 年度現在、高岡市には 26 校の小学校、12 校の中学校、1校の支援学校の

39 校の市立学校がある。小学校 26 校中 1校が過小規模校、14 校が小規模校、11校

が適正規模校となる。中学校 12 校中 8校が小規模校、3校が適正規模校、1校が大

規模校である。 

＜高岡市立小・中学校の学級数及び児童生徒数＞ 

小学校名 
学級数 児童数 

中学校名 
学級数 生徒数 

H30 H36 H30 H36 H30 H36 H30 H36

石堤小学校 5 4 52 33 五位中学校 9 7 279 216

東五位小学校 8 10 190 245

千鳥丘小学校 9 6 250 151

国吉小学校 6 6 129 117 国吉中学校 3 3 81 60

川原小学校 6 6 131 149 高岡西部中学校 12 9 382 290

西条小学校 12 11 292 280

横田小学校 8 6 209 134

平米小学校 6 6 117 87 高陵中学校 9 9 304 270

定塚小学校 14 12 427 314

太田小学校 6 6 70 66 伏木中学校 9 8 290 251

伏木小学校 9 6 231 168

古府小学校 9 8 211 198

中田小学校 11 9 255 192 中田中学校 6 5 149 113

二塚小学校 6 6 180 139 芳野中学校 20 19 699 652

下関小学校 17 17 545 528

野村小学校 18 26 629 848
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万葉小学校 8 6 199 180 志貴野中学校 17 15 599 511

成美小学校 11 12 293 278

能町小学校 17 19 528 609

博労小学校 12 8 289 201 南星中学校 13 14 480 477

南条小学校 12 12 343 279

木津小学校 12 13 312 394

牧野小学校 18 18 519 553 牧野中学校 6 8 195 266

戸出東部小学校 9 6 236 174 戸出中学校 10 9 355 282

戸出西部小学校 12 12 365 362

福岡小学校 18 17 607 526 福岡中学校 9 9 302 294

※学級数には特別支援学級は含まない。 

第２節 高岡市におけるこれからの学校の配置 

  １ 基本的な考え方 

    文部科学省が示すように、学校では、知識や技能の習得を図るのみならず、 

児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨 

することを通じて思考力や表現力、判断力、問題解決能力などを育み、社会性 

や規範意識をしっかりと身に付けていくことが大切である。とりわけ、今の子供

たちは、生産年齢人口の減少、グローバル化の一層の進展、ＡＩの飛躍的な進化

に見るような絶え間ない技術革新などにより、社会構造や雇用環境なども大きく

変化する予測の困難な時代を生きることとなる。未来社会を切り拓く資質や能力

等を一層確実に育成することがこれまで以上に重要な課題となっている。 

 また国においては、このような変化にいち早く対応すべきとし、平成 32 年度 

から全面実施する新たな学習指導要領において、小学校での外国語活動の教科化 

やプログラミング教育の導入など、10 年、20 年後の社会を生き抜く子供たちの 

育成を目指し、大幅な改革を求めるものとなっている。英語教育やＩＣＴ教育な

どの環境整備の遅れは、子供の学力や能力等の伸長にも大きな影響を及ぼすこと

になる。 

 様々な友と出会い、心豊かでたくましく生きる力を培うために、またより多く 

の教員の指導の機会を得て、多様な能力等を伸長するためにも、さらには時代の 

変化に対応した新たな活動を可能とする施設、設備等の整備を進める面からも、 

一定の学校規模を確保し、積極的に教育条件を整えることが必要である。 

 高岡市においては、これまでも学校の統廃合による学校規模の確保について長 

年にわたって検討を進めてきた経緯があるが、今後も児童生徒数の減少が見込ま 

れる中、人口減少期にあって、これからの地域や我が国の未来を拓く子供たちの 

教育充実の観点から、保護者や地域の理解を得ながら再編統合を着実に進めるこ 

とが望まれる。 
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  ２ 厳しい財政状況下における教育環境整備 

    高岡市においては大変厳しい財政状況下にあり、平成 30 年度から５年間を目

途に財政健全化緊急プログラムを実施している。平成 32 年度以降の小中学校で

の新学習指導要領の全面実施などを控え、教育環境の充実が急がれるところであ

るが、教育委員会においても限られた資源を集中して教育の充実に充てることが

できるよう、見直すべきは見直し、持続可能な体制を整えることが必要である。

教育の充実に後れを取ることがないように、また、将来の世代に大きな負担を押

し付けるようなこととならないよう、市民各位の一層のご理解をお願いしたい。 

３ 学校の望ましい配置 

    今後 10 年を視野にいれた高岡市内の小中学校の配置については、次代を担う 

   子供たちの教育充実の観点から、学校の一定規模を確保するとともに市内全域の 

配置バランスに配慮することが必要である。また、それぞれの再編統合を進める 

にあたっては、予測の困難な時代を生きる子供たちの連続した成長を切れ目なく 

支援する高岡ならではの小中一貫教育を推進する格好の機会ととらえ、義務教育 

学校や施設一体型、施設隣接型の小中一貫教育校の開設に努めることが望まれる。 

これらのことから、中学校については現在の 12 の中学校区を基本とし、既に 

   基本的な方向を取りまとめた五位中学校区に加え、国吉中学校区、高岡西部中学 

校区、高陵中学校区、伏木中学校区、中田中学校区においても、以下に示すよう 

に小学校の再編統合を契機に小中一貫教育をさらに推進し、一層の教育充実を図 

ることが望ましい。 

    また、再編統合の時期や統合校の整備等については、今後さらに検討を要する 

が、再編統合の実施にあたっては、時機を逸することなく、計画的に進めること 

とし、保護者や地域の理解を得ながら着実に進めることが望まれる。 

ア 国吉中学校区 

国吉中学校区においては、１中学校、１小学校であり、国吉小学校と国吉中学 

校が隣接する立地を活かし、義務教育学校に改編し小中一貫教育を推進すること 

が望ましい。 

イ 高岡西部中学校区 

高岡西部中学校区においては、川原小学校、西条小学校、横田小学校の３小学 

校を再編統合し、高岡西部中学校と小中一貫教育を推進することが望ましい。 
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ウ 高陵中学校区 

高陵中学校区においては、平米小学校と定塚小学校の２校を再編統合し、高陵 

中学校と小中一貫教育を推進することが望ましい。 

エ 伏木中学校区 

伏木中学校区においては、太田小学校、伏木小学校、古府小学校の３小学校を 

   再編統合し、伏木中学校と小中一貫教育を推進することが望ましい。 

オ 中田中学校区 

中田中学校区においては、１中学校、１小学校であり、中田小学校と中田中学 

校を併設し、小中一貫教育を推進することが望ましい。 

 〇五位中学校区の再編統合について 

五位中学校区の石堤小学校、東五位小学校、千鳥丘小学校の３小学校については、 

平成 30 年７月に、次のとおり本検討会議の意見の取りまとめを行った。これを踏ま 

え教育委員会においては、8月の市長との総合教育会議での合意を経て、石堤小学校 

と東五位小学校を平成 32 年 4 月に統合した後、平成 36 年 4 月に、五位中学校の隣接 

地において千鳥丘小学校を加えた３小学校の統合を完了する方向で準備を進めてい 

る。 

＜五位中学校区の３小学校の再編統合について＞ 

（平成 30 年７月高岡市教育将来構想検討会議の取りまとめから抜粋） 

  ○五位中学校区の３小学校については、これまでも地区統合協議会において検 

討が行われ、地域の合意もあることから、統合小学校の設置に向け、早急に 

整備を進めることが望ましい。  

  ○統合小学校は、今後本市で進める小中一貫教育のモデル校を目指すこととし、

将来的には、中学校との施設一体化を図ることも視野に、五位中学校の隣接 

地に建設することが望ましい。 

○３小学校の統合を進めるにあたっては、より規模の小さい小学校の児童の環 

境変化に配慮し、より規模の小さい小学校を先行して統合し、その後速やか 

に３小学校の統合を完了するよう、段階的に進めることが望ましい。 

○通学距離が遠くなる児童には、スクールバス等の運行について配慮すること 

 が望ましい。
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お わ り に 

今回、市内の 12 の全中学校区において市民懇談会を開催し、骨子案の内容を広く周
知するとともに、パブリックコメントを実施し、多くの市民の方々から熱のこもったご
意見をいただいた。どの会場においても、未来を担う子供たちを育む教育への期待やこ
れまで学校を支えてきていただいた地域の方々の学校への愛着や誇りを再認識するこ
ととなった。これからも保護者や地域のご理解、ご支援をいただきながら、学校・家庭・
地域が一体となり、地域ぐるみで子供たちの成長を支える高岡ならではの夢や希望を育
む教育の将来像をしっかりと描いていくことが大変大切である。 

 子供たちの成長を切れ目なく支援する小中一貫教育については、それぞれに形態は異
なるが、全ての中学校区において推進することとし、相互に成果と課題を共有し改善に
努めることでより効果を高めていいくことが求められる。小中学校の配置に関する基本
的な方向については、教育充実の観点から、学校の一定規模の確保とともに市内全域の
配置バランスに配慮し、対象となる校区を検討した。地域から学校がなくなることには
いろいろな思いがあるが、子供たちの教育充実のため積極的な取り組みが必要であり、
地域の理解を得ながらいち早く実行すべきとの意見を多くいただいた。教育委員会にお
いては、本報告を踏まえ、本市としての基本的な方針を固めたうえで、既に統合準備会
を設置している五位中学校区に加え、今回再編対象校区として示した国吉中学校区、高
岡西部中学校区、高陵中学校区、伏木中学校区、中田中学校区においても、保護者や地
域の方々、有識者等からなる新たな学校づくりに向けた協議の場を設け、再編統合が着
実に進むよう具体的な手立てを講じることが望まれる。 

 再編統合の時期については、今後さらに検討を要するが、国吉中学校区については、
義務教育学校への改編について一定の理解が得られたことから、新学習指導要領が全面
実施となる平成 32 年度を目途に義務教育学校に改編し、本市における小中一貫教育の
推進校として先導的な役割を担うことができるよう迅速な対応が望まれる。また国吉中
学校区をはじめ、複数の会場で通学区域の弾力化を求める意見をいただいたところであ
り、今後検討すべき課題である。 

 高岡西部中学校区においては、県立高校の再編統合により平成 34 年３月に最後の卒
業生を送り出す高岡西高校の敷地や校舎を、隣接する西条小学校とともに一体的に活用
すべきであるとの意見を多くの方からいただいた。県立高校の施設を新たな学校として
引き続き活用することについては、高校の同窓生をはじめ多くの市民の賛同も得られる
ものと考えられることから、実現に向けた関係方面との調整を進めていただきたい。 

 加えて、複数の地域で高齢者人口の割合が 40％前後となる中、地域の将来を危惧する
意見が多く寄せられた。今後学校が地域の中でどのような役割を果たしていくべきか、
行政、民間を問わず、教育以外の様々な分野とも連携し、より幅広い観点から検討して
いくことも必要となっている。 

 結びに、本市の小中学校の再編統合については、近年多くの議論が重ねられてきたが、
昭和 54 年の二上小学校、守山小学校の再編統合による万葉小学校の開校以来、40 年間
統合は行われていない。この間、本市の小中学校の在籍児童生徒数はピーク時の４割ま
で減少している。時代も大きく変化し、国も 10 年、20 年先を見据え、未来を担う子供
たちの教育を大きく改革していこうとしている。このような中、本検討会議では中長期
の幅広い視点に立って、本市教育の充実に向け議論を積み重ねてきた。高岡のこれから
の学校づくりに向けて機運が高まった今、後戻りがあってはならない。教育委員会へは、
保護者や地域、関係者等へのより丁寧な説明や配慮を求めるとともに、市民の皆様の一
層のご理解とご支援を重ねてお願いするものである。



資料編 



高岡市教育将来構想検討会議検討経過等 

１ 高岡市教育将来構想検討会議 

第１回 平成 30年 4 月 25 日（水）10時～
高岡市生涯学習センター 
5 階 502 研修室 

協議事項 
(1)検討課題 
1）これからの高岡の教育を考える懇談会報告 
2）未来を担う子どもたちを育むこれからの高岡市の
教育充実に係る意見交換会報告 
3）学校の現状 
4）学校規模適正化の現状 
(2)小委員会の設置 
(3)検討スケジュール 

第２回 平成 30年 7 月 11 日（水）16時～
高岡市役所 8階 802 会議室 

協議事項 
(1)学校教育小委員会からの報告 

第 3回 平成 30 年 9 月 3日（月）10時～
高岡市生涯学習センター 
5 階 502 研修室 

協議事項 
(1)学校施設における教室環境について 

第 4回 平成 30 年 11 月 28 日（水）10 時
30分～
高岡市青年の家 1階第 4研修室 

協議事項 
(1)学校教育小委員会からの報告 

第 5回 平成 31 年 2 月 4日（月）10時 30
分～
高岡市役所 8階 802 会議室 

２ 学校教育小委員会 

第1回 平成 30 年 4 月 25 日（水）11 時～
高岡市生涯学習センター 
6 階特別会議室 

協議事項 
(1)小中一貫教育の推進方策 
(2)五位中学校区整備の基本的な方向 

第 2回 平成 30 年 5 月 25 日（金）15 時
30分～
高岡市役所 5階 502 会議室 

協議事項 
(1)高岡市の教育課題と目指す方向性について 
(2)小中一貫教育について 

第 3回 平成 30 年 6 月 25 日（月）17 時
30分～
高岡市役所 8階 803 会議室 

協議事項 
(1)学校教育小委員会の検討のまとめ 

第 4回 平成 30 年 7 月 11 日（水）17 時～
高岡市役所 8階 803 会議室 

協議事項 
(1)英語教育等の教育内容の充実について 
(2)ICT 教育の充実について 
(3)高岡市の教育課題と目指す方向性について 

第 5回 平成 30 年 8 月 7日（火）17時～
高岡市役所 8階 803 会議室 

協議事項 
(1)学校施設における教室環境について 
(2)学校の規模・配置の状況について 

第 6回 平成 30 年 9 月 3日（月）11時～
高岡市生涯学習センター 
5 階 502 研修室 

協議事項 
(1)学校の規模・配置の状況について 



第7回 平成 30 年 10月 4 日（木）15 時～
高岡市役所 8階 802 研修室 

協議事項 
(1)学校の規模・配置について 

第 8回 平成 30 年 11月 1 日（木）17 時～
高岡市生涯学習センター5 階 502
研修室 

協議事項 
(1)学校の規模・配置について 

３ 高岡市教育将来構想市民懇談会 

中学校区 日時 場所 

高岡西部中学校区 平成 30年 12月 16日(日)19 時～ 高岡市立西条公民館

国吉中学校区 平成 30 年 12月 18日(火)19 時～ 高岡市立国吉公民館

伏木中学校区 平成 30 年 12月 20日(木)19 時～ 伏木コミュニティセンター多目的ホール

五位中学校区 平成 30 年 12月 22日(土)19 時～ 高岡市立東五位公民館

中田中学校区 平成 30 年 12月 23日(日)19 時～ 中田コミュニティセンター多目的ホール

高陵中学校区 平成 30 年 12月 25日(火)19 時～ 高岡市立平米公民館

戸出中学校区 平成 31年 1 月 11 日(金)19 時～ 戸出コミュニティセンター

志貴野中学校区 平成 31 年 1 月 15 日(火)19 時～ 高岡市立志貴野中学校 

福岡中学校区 平成 31 年 1 月 17 日(木)19 時～ ふくおか総合文化センター（Uホール）

南星中学校区 平成 31 年 1 月 23 日(水)19 時～ 高岡市ふれあい福祉センター 

芳野中学校区 平成 31 年 1 月 28 日(月)19 時～ 高岡市立芳野中学校 

牧野中学校区 平成 31 年 1 月 29 日(火)19 時～ 高岡市立牧野公民館



高岡市教育将来構想検討会議規則 

（趣旨） 
第１条 この規則は、高岡市附属機関に関する条例（平成 17 年高岡市条例第 19 号）第
４条の規定に基づき、高岡市教育将来構想検討会議（以下「会議」という。）の組織及
び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （組織） 
第２条 会議は、15 人以内の委員をもって組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから、高岡市教育委員会（以下「教育委員会」という。）
が委嘱する。 
(1) 学識経験者 
(2) 経済関係者 
(3) 社会教育関係者 
(4) 自治会関係者 
(5) 学校教育関係者 
(6) ＰＴＡ関係者 
(7) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 
（任期） 

第３条 委員の任期は、１年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間と
する。 

２ 委員は、再任されることができる。 
（会長及び副会長） 

第４条 会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。
２ 会長は、会議を統括する。
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職
務を代理する。 
（会議の招集） 
第５条 会議は、会長が招集する。ただし、委員の委嘱後最初の会議は、教育委員会が
招集する。 
（議事） 
第６条 会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 
２ 会議の議長は、会長をもって充てる。
３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ
による。 
（小委員会） 

第７条 会議に、必要に応じ小委員会を置くことができる。 
２ 小委員会は、会長の指名する委員をもって組織する。
３ 小委員会は、会議が付託した事項について研究審議し、その結果を会議に報告する
ものとする。 



（委員以外の者の出席） 
第８条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して会議に出席を求め、
その説明又は意見を聴くことができる。 

（守秘義務） 
第９条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。任期終了後においても同
様とする。 
（事務局） 

第 10 条 会議の庶務は、高岡市教育委員会事務局教育総務課において処理する。 
（補則） 

第 11 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項については会長が会議に諮って定
める。 

   附 則 
この規則は、平成 30 年４月１日から施行する。 



役職 氏名 所属 職 分野

会長 宮田　伸朗 富山短期大学 学長 学識経験者

副会長 多田　慎一 高岡商工会議所 副会頭 経済関係者

副会長 岡本　孝平 高岡市公民館連絡協議会 会長 社会教育関係者

委員 杉江　幸男 高岡市連合自治会 会長 自治会関係者

委員 服部　恵子 たかまち鑑定法人(株)
（不動産鑑定士）

代表取締役 経済関係者

委員 荒井　公浩 公益社団法人富山県私学振興会
（学校法人荒井学園）

副理事長
（理事長） 学校教育関係者

委員 藤森　亮平 高岡青年会議所
（(株)フジモリ）

理事長
（代表取締役社長）

経済関係者

委員 小泉　弘子 地域女性ネット高岡 会長 自治会関係者

委員 森田　喜義 日本ボーイスカウト高岡地区協議会
（高岡市社会教育委員会）

会長
（委員）

社会教育関係者

委員 西村 和人 公益財団法人高岡市体育協会 専務理事 スポーツ関係者

委員 中村　総一郎 高岡市ＰＴＡ連絡協議会
（高陵中学校ＰＴＡ）

会長 ＰＴＡ関係者

委員 佐伯　浩子 高岡市ＰＴＡ連絡協議会 アドバイザー ＰＴＡ関係者

委員 松谷　　均 高岡市中学校長会
（高岡市立志貴野中学校）

会長
（校長）

学校教育関係者

委員 堀　　　勉 高岡市小学校長会
（高岡市立福岡小学校）

会長
（校長）

学校教育関係者

役職 氏名 所属 職 分野

委員長 多田　慎一 高岡商工会議所 副会頭 経済関係者

委員 荒井　公浩 公益社団法人富山県私学振興会
（学校法人荒井学園）

副理事長
（理事長） 学校教育関係者

委員 西村 和人 公益財団法人高岡市体育協会 専務理事 スポーツ関係者

委員 中村　総一郎 高岡市ＰＴＡ連絡協議会
（高陵中学校ＰＴＡ）

会長 ＰＴＡ関係者

委員 松谷　　均 高岡市中学校長会
（高岡市立志貴野中学校）

会長
（校長）

学校教育関係者

委員 堀　　　勉 高岡市小学校長会
（高岡市立福岡小学校）

会長
（校長）

学校教育関係者

高岡市教育将来構想検討会議 委員名簿
(敬称略　順不同）

学校教育小委員会 委員名簿
(敬称略　順不同）



小学校の児童数・学級数の推移

H30/S56 H36/S56

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 児童数 学級数 児童数

808 22 589 16 315 12 277 11 209 8 25.9% 134 6 16.6%

1,311 32 999 25 598 19 524 17 293 11 22.3% 278 12 21.2%

1,619 39 998 26 542 18 360 13 289 12 17.9% 201 8 12.4%

－ － 407 12 384 13 346 12 312 12 - 394 13 -

1,171 30 995 25 608 18 472 17 427 14 36.5% 314 12 26.8%

530 15 419 12 237 9 168 7 131 6 24.7% 149 6 28.1%

606 18 532 14 284 10 143 6 117 6 19.3% 87 6 14.4%

820 21 773 19 682 19 627 20 545 17 66.5% 528 17 64.4%

1,008 25 837 21 527 16 383 12 292 12 29.0% 280 11 27.8%

919 24 764 20 420 13 275 11 231 9 25.1% 168 6 18.3%

659 18 630 18 399 12 345 12 211 9 32.0% 198 8 30.0%

916 23 877 21 742 23 676 21 528 17 57.6% 609 19 66.5%

359 12 383 12 248 11 150 6 180 6 50.1% 139 6 38.7%

1,143 28 1,164 28 806 23 813 25 629 18 55.0% 848 26 74.2%

468 13 438 12 364 12 259 11 129 6 27.6% 117 6 25.0%

686 17 754 20 621 19 472 16 519 18 75.7% 553 18 80.6%

326 12 314 11 210 8 154 6 70 6 21.5% 66 6 20.2%

515 13 452 12 290 12 280 11 190 8 36.9% 245 10 47.6%

107 6 108 6 81 6 44 4 52 5 48.6% 33 4 30.8%

39 4 48 5 33 4 18 3 - - - - - -

653 18 586 16 334 12 305 12 236 9 36.1% 174 6 26.6%

760 20 765 19 428 13 471 15 365 12 48.0% 362 12 47.6%

466 12 525 13 480 14 424 15 255 11 54.7% 192 9 41.2%

1,106 30 1,043 28 881 26 726 21 607 18 54.9% 526 17 47.6%

19,221 513 17,239 464 11,587 381 9,625 337 7,609 279 39.6% 7,205 268 37.5%

S60年度
（１９８５）

H7年度
（１９９５）

H17年度
（２００５）

H30年度
（２０１８）

H36年度
（２０２４）

横 田

成 美

博 労

　　項目

学校名

S56年度
（１９８１）

木 津

定 塚

川 原

平 米

下 関

西 条

8 27.9%万 葉 712 19 670 17 328 180 6 25.3%

伏 木

古 府

能 町

12 275 11 199

13 343南 条 978 24 725 12 35.1% 279 12 28.5%

二 塚

19 463 14 396

野 村

国 吉

牧 野

太 田

東 五 位

石 堤

西 広 谷

千 鳥 丘 511 14 406 13 259 10 242 9 250 9 48.9% 151 6 29.5%

戸 出 東 部

戸 出 西 部

中 田

福 岡

淵 ケ 谷 25 4 38 4 23 3 － -

計

※　学級数に特別支援学級は含まない。

－ － － - - -



小学校の児童数の推移（H35年度200人未満となる見込みの学校）

小中学校数の推移

S56年度
（１９８０）

H30年度
（２０１８）

H36年度
（２０２４）

伏木 914 231 168
横田 805 209 134
万葉 709 199 180
戸出東部 650 236 174
平米 602 117 87
川原 526 131 149
千鳥丘 507 250 151
国吉 464 129 117
二塚 356 180 139
太田 323 70 66
石堤 107 52 33
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小学校の児童数の推移
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